
目　標

①生活と仕事の「相乗効果」への実感
②長時間労働の削減目標達成

ビジョン

笑顔でいきいきと働ける
創造性豊かな企業風土

目　的

業務変革による生産性向上

現場ファーストで進めた
「働き方改革」

これからは「働きがい改革」へ

　2019年4月に改正労働基準法が施行され、時間外労働
の罰則付き上限規制や年次有給休暇の取得義務化が始ま
りました。その時点で建設業は適用除外でしたが、2024

年４月の適用に向け、全社員参加の「働き方改革」を始

動しました。きっかけは法改正でしたが、社員が働きが
いをもって心身ともに健康で充実した人生を過ごせる会
社になるためには、長時間労働の解消が不可欠でした。

　当初実施した社員アンケートでは、時間外労働削減目標に
ついて、47.9%の社員が悲観的でした。それほど、建設業界
全体、特に現場では長時間労働を余儀なくされており、現状
を打破するためには、抜本的な見直しが必要でした。
　2024年4月を目指し、国土交通省の後押しにより建設業界
を挙げた働き方改革の取り組みが始まり、日本空調衛生工事

業協会でも目標を設定。当社では、その業界目標よりもさら
に前倒しした目標を掲げました。全社員が一丸となって目標
に挑むなか、特に時間外労働の割合が高かったエンジニアリ
ング部に焦点を当て、同部署における時間外労働の平均値の
推移を継続的に確認してまいりました。

当社では、2019年度より3つのテーマを掲げて「働き方改革」を始動しました。

2019年4月、時間外労働の罰則付き上限規制や
年次有給休暇の取得義務化が盛り込まれた改正労働基準法が施行されました。
三建設備工業においても、本気の「働き方改革」で長時間労働を是正し、

現在は「働きがい改革」に取り組んでいます。
その歩みを振り返り、今後の展望をご紹介します。

三 建 設 備 工 業 の 「 働 き 方 改 革 」「 働 き が い 改 革 」 の 歩 み長時間労働を是正し、健康で充実した人生を過ごせる会社に

働く「時間を短縮する」
目的は「残業ありきの進め方」

を変えること

働く「時間や場所を柔軟にする」
勤務時間の柔軟な設定、在宅勤務や
テレワークの導入によってできる

仕事の質「生産性」を高める
管理職が生産性向上の当事者としての
意識を持ち、部下をマネジメントする

4月 「働き方改革」スタート、働き方改革事務局発足

11月 北関東支店共有会開催

1月 ECサイト「SANKEN Cloud EC」の全店運用開始

5月 北関東支店がパイロット支店第一弾として
取り組みをスタート
出退管理集計システムの全店導入

9月 新規入場者教育動画の現場導入

2月 北関東支店の取り組み内容を社内へ発信
現場IT化推進会議開催

4月 新人事制度として複線型のキャリアパスをスタート
テレワーク環境、Web会議環境の整備

7月 各支店に働き方改革推進リーダーが
続 と々誕生。「カエル会議」スタート

9月 現場就労状況の見える化

2019

2020

2月 「マイナビ転職 BEST VALUE AWARD」
において 「働きかた優良企業賞」を受賞

2025

5月 ITスキルアップチャレンジ
（タイピングスキルの習得）の実施
大阪支店がパイロット支店第二弾として
取り組みをスタート

10月 大阪支店中間共有会開催
書類回覧電子化用ソフトの全店導入

4月 「働き方粋き生きChallenge」スタート
施工図支援プロジェクト
（現 SANKEN SCUBE）発足

6月 管理職向けITスキルアップチャレンジの実施

8月 全社で「服装の多様化」スタート

10月 全店中間報告会開催

2021

2021

3月 現場IT化推進会議開催
大阪支店2020年度最終共有会開催

特集　 三建チャレンジストーリー

　2021年度より新たに「働き方粋き生きChallenge」をテーマに掲

げることで、全社員が自分ごととして働き方改革に取り組み、全社

でさまざまな施策を加速させました。

3月 全店最終報告会開催
現場IT化推進会議開催

11月 働き方改革統括責任者を任命

2022

2023
3月 タイムマネジメントシートの配布

現場IT化推進会議開催

4月 現場手当を見直し、役割手当を新設

8月 第一回 従業員意識調査実施

2024
4月 労働基準法 時間外労働の上限規制開始

3月 全店事例共有会開催
社内ナレッジのAIによる導入

3月 全店事例共有会開催

4月 「働きがい改革」スタート

8月 第二回 従業員意識調査実施

◦ 2019年度 

月70時間未満 
3カ月210時間／ 
年間840時間

◦ 2020年度 

月60時間未満 
3カ月180時間／ 
年間720時間

◦ 2021～2022年度 

月55時間未満 
3カ月165時間／ 
年間720時間

2019 202420232020 2021 2022

◦ 2019～2021年度 

月平均80時間／ 
年間960時間以内 
6カ月平均80時間以内（休日労働含む） 
単月100時間未満（休日労働含む）

◦ 2022～2023年度 

月平均70時間／年間840時間以内 
4,5,6カ月平均80時間以内 
（休日労働含む） 
単月100時間未満（休日労働含む）

◦ 2024年度 
上限規制 

月45時間以内／ 
年間360時間以内 
特例時月平均60時間 
2～6カ月各平均80時間 
単月100時間未満4週6閉所中間目標 4週8閉所目標

当
社
自
主
目
標

日
空
衛
目
標

4週6休 4週7休 4週8休

◦ 2023～2024年度 

月45時間未満 
3カ月135時間／年間360時間以内 
（特例年720時間MAX）

エンジニアリング部の
平均時間 実績値

2024年度
28.27時間

2019年度
54.14時間

時 間 外 労 働 削 減 目 標 と 実 績 値

削
減

働 き 方 粋 き 生 き C h a l l e n g e

働き方 粋き生き
Challenge

6月 「やめ活」スタート

2018
4月 IT化推進委員会発足
7月 現場IT化推進会議開催

2月 現場IT化推進会議開催

3月 「生産性ファンド」スタート

1月 Gemini（生成AI）導入
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特集　 三建チャレンジストーリー

取締役
常務執行役員

（経営統括本部長）

佐藤 朋巳

社員の幸せと創造性が、
三建設備工業の未来を創る
　当社は2019年4月の改正労働基準法施

行を機に、建設業界の先陣を切って「本気

の働き方改革」へと踏み出しました。当初は

現場の長時間労働という高い壁に対し、社

員の半数近くが懐疑的でした。しかし、北関

東・大阪の両支店をモデルとした現場支援

の強化や、無駄を削ぎ落とす「やめ活」、デ

ジタル化による生産性向上を全社員が自分

ごととして積み重ねた結果、施工管理従事

者の時間外労働は大幅に削減されました。

2025年2月に「働きかた優良企業賞」を受

賞できたことは、全員で歩んできた道が正

しかったという確信につながっています。

　「時間を短縮する」フェーズでは、「努力は

時間の長さではなく、時間の質で決まる」の

概念で一定の成果を得た今、私たちは次な

るステージである「働きがい改革」へと舵

を切ります。働きがいとは、決して画一的な

ものではありません。一人一人の価値観を

尊重し、誰もが笑顔で、いきいきと創造性を

発揮できる企業風土を醸成することこそが

私たちの使命です。「幸福度」を指標に取り

入れた意識調査では、すでに8割の社員か

らポジティブな回答を得ていますが、私た

ちの変革に終わりはありません。仕事の質

を高めることが、豊かな人生の「相乗効果」

を生む。そんな「三建で働いてよかった」と

心から思える会社を、ともに創り上げていき

ましょう。

社員の働きがいを
最大限高めるために

　まず、北関東支店がパイロット支店として取り組みを開始。社

外の専門家によるヒアリングを実施し、客観的に現状把握と課題

の抽出・分析が進められました。そこで明らかになったことの一

つが、現場に仕事の負担が偏っていること。現場ファーストの働

き方改革が必要であることを再認識し、バックオフィスによる現

場支援など、さまざまな見直しが進められました。

　同時に、IT化推進委員会がさまざまな ITツールの開発を通して、

業務負担を減らす取り組みも進めました。また、働くことの価値

観の多様化を受けて、2020年度から人事制度を見直し「複線型

のキャリアパス」を導入しました。

　2020年5月には、新たに働き方改革専門コンサルタントを迎え

て、大阪支店がパイロット支店第二弾として取り組みをスタート。

その後、各支店に「働き方改革推進リーダー」が任命され、コン

サルに伴走していただきながら全社での「カエル会議」が始まり

ました。「カエル会議」とは、チー

ムワークという土台の上で、「理

想的なありたい姿と現実／現状の

ギャップを埋める」ための場で、週

に1回、30分程度かけて実施。「JAM

ボード」（共同編集ができる電子ホワイトボード）を活用することで、

若手からもボトムアップで自由に意見を出しやすい工夫も行われ

ました。

　2022年6月にやめる活動「やめ活」を推進。取締役が審査員と

なる「やめ活グランプリ」を実施し、各支店のカエル会議では解

決できない全社的な課題等についても提案ができる仕組みを設け

ました。

　さらに2022年11月に各支店に「働き方改革統括責任者」を任

命。現場支援チームによる現場の業務負担の削減、施工管理業務

も行っていた工事長をマネジメントに専念させることでタイムマ

ネジメントの強化を図る等、特に時間外労働の多い施工管理従事

者の働き方改革も加速させました。

　2019年に始まった働き方改革の結果、社員の働き方は大きく

変わり、多くの社員が役割の変化を実感しています。また管理職

の指示の出し方、指導の仕方、育成の概念も大きく変わりました。

時代に合わせた働き方に変わりつつあります。そして、チームで

成果を出す風土がしっかり根付き、チームの概念さえ変わろうと

しています。従業員意識調査では、2024年度以降、質問項目に

パイロット期間を経て、全社へ

全社員が「働き方」の変化を実感

当社では笑顔でいきいきと働ける創造性豊かな企業風土を目指し
て働き方改革に取り組んでまいりました。その中で、社員の時間
外労働を減らすだけではなく、利益を担保できるよう生産性向上
や業務の効率化を図るため、あらゆる施策を行ってまいりました。

タイムマネジメントの徹底
全社員がタイムマネジメントシートを活用して、労働計画を立
てることで、タイムマネジメントスキルを向上。各支店ごとに
任命された働き方改革統括責任者が、社員の労働時間状況を週
次・月次で確認し、フォローできる体制を整えています。

「やめ活」の推進

労働時間の削減に最も効果があることは、無駄な作業の削減で
あるという発想のもと、やめる活動「やめ活」を推進しました。
社員より削減できる業務のアイデアを募集し、取締役が審査し
た評価内容を社内で共有しています。各社員が業務を見直すきっ
かけとなり、良い取り組みを参考にできる仕組みになっています。

「ビジネスシーンに応じた服装の多様化」
を導入

スーツなどのビジネスウェアの着用を前提とした慣習を見直し、
通勤時・勤務時において各自の判断でビジネスシーンに適した
服装を選択できるようにしました。現場事務所での勤務時は安
全面を考慮し、従来通りのユニフォームを着用しています。社
員の創造性を高める一助とするとともに、各自が体質や体調に
合わせて服装を選択することにより、健康の維持と向上を促進
しています。

ITスキルの向上

デジタルによる業務変革に対応するため、社員の ITスキルの底
上げを図っています。「ITスキルアップチャレンジ」として、タッ
チタイピングの速度を測定し一定基準を満たした社員を表彰し
ました。また、管理職が教育資料をGoogleフォームを利用し
て作成。入社5年以内の若手が回答し、良いシートを作成した
社員を表彰しました。その他、ITパスポートの資格を推奨し、
合格した社員に報奨金を支給しました。

こうした取り組みの結果、2025年2月に「マイナビ転職 BEST 
VALUE AWARD」において「働きかた優良企業賞」を受賞。特
に全社員で業務を見つめ直し、無駄な作業を削減して生産性を向
上した「やめ活」の取り組みが評価されました。

現場支援チームの立ち上げ
現場業務の平準化（フロントローディングの推進）および支援
を目的に支店独自の現場支援チームを立ち上げ、着工前におけ
る設計図修正や施工図のたたきの作成、施工中における施工図・
総合図の作成や官庁届出等の事務を支援することで、現場の業
務負担を軽減しています。

「幸福度」の指標を取り入れ、8割の社員からポジティブな回答

を得られています。この結果は支店長に共有し、コンサルとの面

談に基づいた取り組みを進めています。例えば、個人で「働きが

いとは何か」を考える「働きがい発見ワークショップ」の実施や、

管理職に向けた「働きがい改革研修」を実施しました。

　「働き方改革」の一定の成果が見られたため、2025年度以降は

「働きがい改革」へとステージを進めました。働きがいは人によっ

て考えていること、気づくことが異なるため、一人一人の価値観

を尊重する文化の醸成を目指しています。さらに社員が幸せに働

ける会社へ、私たちの変革に終わりはありません。

JAMボード 働き方改革・働きがい改革事務局
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